
マネジメントの変革に
重要な3つのポイントとは
　多種多様なバックグラウンドを持つ社
員一人ひとりがその力を最大限に発揮し、
企業の発展やビジネスの成長につなげて
いく——。そうした考え方のもと、数多く
のプロジェクトを重ねてきた企業が日立
製作所（以下、日立）だ。
　「当社では早くからワークスタイル変革
に取り組み、裁量勤務やフリーアドレス、
シンクライアントの導入など、さまざまな
施策を展開してきました。さらに最近で
は、ワークスタイル変革を経営戦略の重
点項目として位置付け、『人の働き方にフ
ォーカスした変革』を進めています」と日
立の近藤 直之氏は説明する。
　具体的には、日立の人事部門とIT部門
が一体となって社内のワークスタイル変
革を推進。その効果は非常に大きく、従業
員満足度4.2ポイントアップ、在宅勤務取
得率を4倍以上に向上、旅費コストを22
％削減するなど、数多くの成果を上げて
いる※。
　「社内で取り組んでみて分かったのは、
人事部門とIT部門が両輪となって活動す

ることの大切さです。そこで本ソリューシ
ョンの提案でも、人事・総務・経営企画・IT
といった関係部門が一体となって現場の
ワークスタイル変革を支援できる体制作
りを推奨しています」と近藤氏は続ける。
　また、実際の取り組みにおいては、「ワ
ークスタイル変革の効果を経営課題につ
なげる」「施策を適切なタイミングで実施
し、期待効果を明確化する」「施策の効果
をモニタリングして見える化し、継続的に
PDCAを回す」の3点が特に重要なポイン
トになったという。

効果の見える化と
継続的なPDCAを実現
　日立では、そうした自社実践で得たノウ
ハウを「日立ワークスタイル変革ソリュー
ション」として整備し、ワークスタイル変
革に取り組む企業を支援している。その
内容は単にITツールの提供のみならず、
多岐にわたっている。
　まず、「ワークスタイル変革にどう取り
組むべきか」というビジョンを描く段階の
企業に対しては、プロジェクトの立ち上げ
や課題の整理、対話を通じたあるべき姿
の策定から支援。ここでは自社の現状を

分析した上で、めざすべき理想的なワー
クスタイルをコンセプト策定の段階から
一緒に探り出していく。
　次に、「ITツールの導入を契機にワーク
スタイル変革に取り組みたい」、「ITツール
を導入したが、効果が上げられない」とい
う場合には、「効果の見える化」と「継続
的PDCA」を進めていくための仮説策定な
どさまざまな支援をしていく。そしてこの
部分こそが、まさに冒頭でも述べた「チェ
ンジマネジメント」の肝となる部分だ。
　「導入したITツールをどう活用し、どの
ように経営課題解決に役立てていくのか。
そこを明確にした上で、繰り返し効果検証
を行っていかなければ、ワークスタイル変
革の取り組みを成功に導くことはできま
せん」と日立のワークスタイル変革にも取
り組んでいる日立コンサルティングの日
野 潤一郎氏は指摘する。
　実際の活動においては、社員へのアン
ケートやヒアリングを行なった上で、課題
抽出や期待すべき効果の整理を実施。こ
れに基づいて目的やスコープを定義し、目
標達成に向けた仮説立案を進めていく。

「ビジネスパフォーマンスを最大化する、
あるいは社員満足度の向上をめざすなど、
取り組みのテーマはお客さまによってさ
まざまです。そこで、まずここを明らかに
した上で、そのために必要なものは何か
を考えていきます」と話す日野氏。実際、
日立社内の取り組みでは、約60件にも及
ぶ仮説を立てた。こうした日立で使用した
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図1　効果の見える化・継続的PDCA

日立ワークスタイル変革ソリューションでは、まず現状を把握した上で具体的な施策や期待される効果を定義。施策実施
後も継続的なPDCAを実施し、現場への定着化と効果の刈り取りを進めていく。

日立製作所
サービス営業推進本部
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近藤 直之氏

   ワークスタイル変革はなぜ進まないのか

“働き方パズル”に
  足りないピースとは？

働き方を見直す動きが高まっている。しかし先進的なワークスタイル変革を推進する企業が増える一方で、思ったよりも
効果が出ていないケースやプロジェクトがなかなか進まないことに悩んでいる企業も少なくない。成功する企業とそう
でない企業の差はどこにあるのか。ここではより早く変革を進め成功につなげるための方策を考えてみたい。

※日立製作所のIT部門における2015年度の成果



仮説をベースに各企業へとカスタマイズ
することで迅速にプロジェクトを進めら
れるという。
　また、これと並行して、効果検証のため
のモニタリング指標／ KPIの設定も実施。
ここでは、日立IoTプラットフォーム

「Lumada（ルマーダ）」による分析基盤を
活用。ITツールの利用ログや人財、管理会
計、財務、SFA（Sales Force Automation）
システムのデータなどを掛け合わせ、施
策の進行状況を分析。その結果を見なが
ら継続的にPDCAを繰り返していくこと
で、新たなワークスタイルの定着化を進
めていく。
　「例えば、Web会議システムであれば、
各部門での利用状況と出張旅費の推移や
SFAデータとの相関を調べることで、IT
ツールの導入によって出張回数は減った
か、浮いた時間を顧客面談などのコア業
務に充てられているかといったことが見
えてきます。このように施策の効果をき
ちんと見極めながら取り組みを進めてい
くことが、ワークスタイル変革において極
めて重要なポイントとなります」と日野氏
は話す。

制度や風土に
踏み込んだ支援も提供
　こうした手厚いコンサルティングサー
ビスに加えて、日立では独自技術を生かし
た先進的な支援も行っている。その1つ
が、名札型ウエアラブルセンサーを用い
たHitachi AI Technology／組織活性化
支援サービスだ。「このセンサーを利用す
れば、どの人がいつどこにいるのか、他の

な労務管理を行えるようにしたり、自分の
望む働き方に必要なツールをポータル上
でガイドする仕組みを用意するといった
具合だ。
　もちろんこうした取り組みを進める中
では、さまざまな困難に直面し、数多くの
失敗も経験してきたという。しかし、そこ
で得られた貴重なノウハウが、日立ワーク
スタイル変革ソリューションに生かされ
ているのである。
　「ITツールの効果的な活用に加え、制度
改革、風土醸成を踏まえた変革の定着化
までご支援できるのが我々の強みの1つ。
そのために経営トップや人事部門を巻き
込むためのお手伝いをするケースもあり
ます。日立グループ内部における取組み
で培った知見を最大限に生かし、お客さ
まにとって最適なワークスタイルを実現
していきたい」と力強く語る近藤氏。ワー
クスタイル変革に悩む企業にとって、非常
に心強い味方となってくれそうだ。

人とどれくらいコミュニケーションを行っ
ているかをビジュアル化することが可能。
ITツール上のデジタルなコミュニケーシ
ョンだけでなく、フェース・トゥ・フェー
スのリアルなコミュニケーションの状況
まで見える化できます」と日立ワークスタ
イル変革ソリューションを牽引する日立
の吉田 章宏氏は説明する。実際、日立グ
ループでも営業部門の社員約600名の行
動を分析し、コミュニケーションの活性化
やオフィスレイアウトの見直しなどに役
立てているという。
　さらに注目したいのが、こうした技術的
な観点からだけでなく、企業内の制度や
組織風土にまで踏み込んだ取り組みを行
っている点だ。「チェンジマネジメントの
実現に向けては、制度や風土の話を抜き
にすることはできません。たとえIT部門が
いつでも・どこでも仕事ができる環境を提
供できたとしても、制度が不十分だったり
組織風土に問題があると逆に働き過ぎを
助長しかねない。また、人事部門が働き方
を変えようと旗を振っても、ITツールが追
いついて来ないのでは成功は望めません。
この両輪を一体で回さないと、真のワーク
スタイル変革は実現できないのです」と
吉田氏はその重要性を強調する。
　こうした問題を乗り越えるために、日立
でもこれまでさまざまな施策を展開して
きた。例えばクライアントPCの起動時刻
とシャットダウン時刻を勤怠管理システ
ムに連携させて、テレワーク環境でも適切
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日立ワークスタイル変革ソリューション
http://www.hitachi.co.jp/ws_sol/
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   ワークスタイル変革はなぜ進まないのか

“働き方パズル”に足りないピースとは？

詳しい資料がダウンロードできます
 日立ワークスタイル変革ソリューション「チェンジマネジメント」
 http://www.hitachi.co.jp/ws_sol/change/

株式会社 日立コンサルティング
 ワークスタイル変革実現に向けたチェンジマネジメントコンサルティング
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分析の目的

分析シナリオ

コミュニケーションツール（Web会議システム）を導入することにより
出張旅費削減や印刷枚数削減の効果は出ているか？

① 会社全体の出張旅費と
　 ツール利用の月次推移

【仮説検証モニタリング】
ツールを利用することにより
出張旅費を削減できる

② 出張旅費とツール利用の
 　相関確認
組織別のツール利用と
出張旅費（回数）を
散布図表示、 相関分析

③ 社内外出張回数と
 　ツール利用の月別推移
社内と社外の出張を分けて分析
・社内出張は減少？
・社外出張は増加？

④ 会社全体の印刷枚数と画面
　 共有機能活用の月別推移

【仮説検証モニタリング】
ツールを活用した画面共有で
印刷枚数が削減できる

⑤ 印刷枚数と画面共有
　 機能活用の相関確認
組織別の画面共有回数と
印刷枚数を
散布図表示、相関分析

⑥ テレワーク実施日数の
 　月別推移
テレワーク活用状況を
モニタリング

図2　チェンジマネジメント（分析の一例）

「コミュニケーションツールの導入が出張旅費や印刷枚数の削減につながっているか」という観点で、全体の推移や相
関関係など、さまざまな分析を実施。その状況をモニタリングし、効果を高めていく。


